
特集 システム研究

大域の構造を捉える

システムズ・アプローチ

鈴木正也

まず，われわれは読者に対してつぎのことをお

断りしておかなければならない.われわれの所属

している(財)日本システム開発研究所はきわめて

多様な調査研究活動を営んでおり，共通理念は有

すると考えられるが，具体的なレベルにおける問

題意識やアプローチの仕方などはかならずしも一

様ではない.そこで，以下に述べる内容は，当該

研究所の l グループの営んでいる調査研究活動や

システムに対する考え方についてであるというこ

とである.他のグループはまた違った問題怠識を

もっていることであろう.

1. システムに対す~社会からの要請

社会からはシステムについてどのような需要な

り期待があるのであろうか.われわれが昭和50年

度に経済企画庁から受託した調査研究の中で 6

省庁からシンク・タンクの委託状況および今後へ

表 1

現在委託に出しているテーマ 叫|人数 1%
はどれですか ロ I i 136 1203.6 

① 技術開発 1 24 1 17.6 
t量一蚕麗調査・蚕語調孟 i 85. 162.5 
③ 将来予測 35 i 25.7 
③一子ヌテエ蚕瓦ミデlt.:~再発 49 I 36.0 

⑤ 総合的調査(ただし政策提言は含ま 37 2口
ない)

@画素嘉言盃モ吾吾語吾面調某 1 26 I 19.1 
⑦ アセスメント 1 11 1 8.1 
⑧ その他(具体的に ) 1 10 " 7.4 
⑨ 無記・不明 o 1 0.0 
科学技術庁，通産省， 経済企画庁， 厚生省， 環境庁，
建設省， 労働省， 農林省， 総理府に対するアンケート

結果( rわが国における総合研究開発ネットワーク形成

の条件に関する研究」昭和50年より引用)
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の期待についてのアンケート調査を行なったので

その結果を示すと表 1 :および表 2 のようになる.

まず，現実にどのようなテーマを委託している

のかについてみると， I実態調査・ 5:識調査」が

もっとも多く (62.5%)，ついでコンビュータを利

用する「システム設計，モデル開発J (36.0%) で

ある.それに対して，システムズ・アプローチの

必要性が高いと考えられる「政策提言まで含む総

合的調査J (19.1%) や「アセスメント J (8.1%) 

少ない.

この結果は・見システムに対する需要が低いよ

うに思われる.しかし，シンク・タンクに委託し

たし、テーマについてみると(表 2 ), I問題発見を

助けるようなデータの収集，整理，分析J (43%) 

を別にすれば， I現状を分析し問題を発掘するよ

うな調査研究J (38%) , I長期的， 戦略的な政策

形成を助けるような長期予測的調査研究(36%) ，

「過去にとられた政策のその後の影響についての

実態調査J (32%) および「新しいアイデアの実行

司能性を調べるフィージビリティ・スタディ J(30

%)といった項目が多く， Iただちに発動すべき短

期政策の選択を助けるような，短期的予測J (4.5 

%)，きわめて限定された政策目標を達成させる

ための技術的手段の開発J (15.3%)および「特定

の政策目標を達成させるための政策代替案を提示

するような調査研究J (17.0%) といった項目は比

較的少ない.

すたわち，基礎的な調査研究や長期的な政策に
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表 2

公共的政策形成の過程にはいろいろな局面がありますが，あなたなら，どのようなテーマをシ l 人 数%

ンク・タンクにやってもらおうと jぷいますか.

① 政策策定者を一般的に啓発するような，基礎学問的色彩の強い調査研究(例:シビル・ミ | 

ニマムの基準確立のための理論的研究)

② 長期的・戦略的な政策形成を助けるような，長期予測的調査研究(例: r 1980年代の日本J)

③ 現状を分析し問題を発掘するような調査研究(解決案の示唆を含む) (例:日本企業の海外
活動を含む諸問題)

④ 問題発見を助けるようなデータの収集，整理，分析(例消費者の節約意識に関するア
ンケート調査J)

⑨ ただちに発動すべき短期的政策の選択を助けるような，短期的予測(例今後 1 年間の
景気動向の予測J)
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⑦ 新しいアイデアの実行可能性を調べるブィージビリティ (例新都市交通システムの実
現可能性調査)J 

ぐ8) 特定の政策目標を達成させるための政策代替案を提示するような調査研究(仔IJ: r 食糧1'1
給率向上のための諸施策J)

⑨ きわめて限定された政策目擦を達成するための技術的手段の開発(例 roo市のための
効率的徴税システムの設計J)

⑩ ある技術やシステムが導入された場合の影響を分析するアセスメント(例 rooスカイ
ライン計画の環境アセスメント J)

⑪ 政策決定のための基準の開発(例補助金の整理のための諸基準J)

⑫ 過去にとられた政策のその後の影響についての実態調査(例: r都市再開発 l の追跡調査J)

⑬ その他(具体的に

⑭ 無記・不明

176 324.7 

43 24.4 

64 36.4 

66 37.5 

8 4.5 

49 27.8 

53 30. 1 

30 17.0 

27 15.3 

50 28.4 

25 14.2 

56 31. 8 

5 2.8 

21 11. 9 

役立つようなシステムズ・アプローチの必要性の

高いと考えられるテーマに対して要望が高く， HJl 

座に政策に結びつくような短期的なものゃあるい

はまたきわめて限定されたテーマについての要明

は低し、.

このように，システムに対する行政官の需要は

現実と希望の聞に帯離がある.その理由は 3 つ考

えられよう.その 1 つは行政官側の理由で概念的

にはシステムズ・アブローチを比較的必要とする

問題が重要であると理解していながら，現実には

そのような問題をシステム的には処理しないとい

うことである.その 2 は研究者側に耐せられるべ

き理由で，1::のような問題に対しては行政官の満

足のいくような(したがって実際に適用可能な)結

果をかならずしも研究者側が出していないという

ことが考えられる.その 3 は従来はシステムズ・

アプローチを必要とするテーマは比較的少なかっ
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たが今後増加するということである.

おそらく，この 3 つの理由はともに真実である

ように思われる.つまり，行政官側では本当にシ

ステムの必要性を認識している者が比較的少ない

のに対して，研究者側では有効なシステムズ・ア

プローチをする者が少ない.しかし，今後ますま

す，現実にはシステムズ・アブローチを必要とす

るテ{マは増加していく.

システムズ・アプローチを必要とする分野が単

に増加していくだけでなく，同じ問題でも問題点

が変化することにより，システムズ・アプローチ

が必要となるものも増加していく傾向が強い. ~早

近な例をあげると，公団住宅やダム建設における

住民の移転の問題がある.従来ならば，移転の問

題は補償額を決定しさえすれば問題は解決した.

しかし現在では単に金銭的な補償だけでは何の解

決にもならない.住民は単に建物・-1:地といった
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財産の補償だけではなく，心理的なものも含め 2

て生活全体に対する補償を'ì{î討している.以前

(おそらく 5 年ぐらい前)なら決してそこまで要求

しなかった.さらにその地域は地域の生活基盤が

整備されることを起業者や行政側に要請してい

る.したがって，公団や夕、ムを建設するために在

民の移転を求めようと思えば，そういった事柄す

べてにわたって補償しなければならなくなってい

る.

この変化の背景を考えてみると，従来は移転は

やむを得ないという社会的規範が存在したのに対

して，現在は喪失し，さらに心理的価値の向上と

いった価値観の変化・多様化が見られ，その結果

として住民の行動パターンそのものが構造的に変

化していると考えられる.さらに，個人のみが対

象ではなく，地域全体(したがって集団)を補償の

対象としなければならない.つまり問題は個別に

拠えるのではなく，全体として捉えなければなら

ないようになっている.

移転の問題 1 つ取りとげてもこのように本質的

な変化が生じており，もはや従来のアプローチで

は解決できなくなっている.このようなことをも

っとも強く認識しているのは行政官でも研究でも

なく，実際に用地の買収にあたっている現場の相

当者だということも注目されてよいであろう.

以 l二は例示にすぎないが，われわれが現イj'直面

している問題の特徴を整理するとつぎのようにな

る.

�) 大域的，全体的なアプJ ローチの必止さn

従来は問題を個別的，局所的にアプローチす

れば解決した問題が多かったのに対して，現在

は全体的，大域的にアブローチしなければ解決

しない問題が多くなっている.

② 構造的アプローチの必要性

従来の問題のほとんどは構造不変を前提とし

て量的変化を予測していたのに対して，構造の

変化そのものを子測しなければならなくなって

いる.

1977 年 4 月号

③ 主体的存在としての人間へのアプローチの

必要性

従米は人聞を容観的存千五としてJ写ーえることが

11]"能であったが，価値観の多様化，住民の，~己

主張の強大化等により，主体的存在として把握

しなければ問題は解決し得なくなっている.

以|二のような点がわれわれが種々の問題にアプ

ローテしていてとくに痛感している事柄である.

2. 今後のシステム科学への要請

以|二のような特徴をもっ社会諸現象を解明する

ためにはとくにシステムズ・アプローチの必要性

が高まると考えられる.では，今後システムズ・

アプローチはどのように行ない，どのように発泌

させられるべきであろうか.この問題は 2 つにわ

けられる. 1 つは研究内容がどうあるべきかとい

う問題であり，他の 1 つはシステムズ・アブロー

チを行なう研究組織はどうあるべきかという問題

である.研究内容を発展させるための研究組織の

あり方は今後とくに大きな問題となっていくであ

ろう.まず，前者からわれわれの経験を混じえな

がら考えていきたい.

まず第 l に大域をとらえ記述し友現し，フレー

ムワーグを権成することを可能にするような方法

論が確立されなければならない.大域を捉える方

法としてはシステム・ダイナミ Y クス (SD)が代

友的であり，その有効性は数々の実績から明らか

であるが，同時につぎのような欠点をもっている

と考えられる.それは局所の性質を連結して大j或

の性質を明らかにしようとするために，大域のシ

ステムが局所のそれと同一次元にあり，階層的構

造が明らかにされない.しかしながら，実際のシ

ステムは大域的に考えると本質的に階層的構造を

有している.人間のシステム，社会のシステム，

エココジカル・システム，すべてそうである.

したがって 2 階層的構造を表現し得るような方

法が必要であるが，そのためには大域を大域とし

て直接に把握する必要があろう(局所と大域では

219 © 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



構造が異なるので).その方法としてわれわれが現

在もっとも期待しているものはノえーソンスに起源

をもっ社会システム論(構造一一←機能分析)および

メサロヴィッチの階層システム論である.この両

者は大域を表現しプレームワークを与えるのに現

在のところ最適な方法になり得ると考えられる.

とくに，社会システム論についていえば，システ

ムを構成する要件の考察があるために，要件と現

実を対応させることによって，現実のシステムの

構造が浮かび上ってくる.われわれは， r政策決

定とタイムラグJ (経済企画庁昭和50年度)なる調

室研究によって政策効果のタイムラグ分析におい

て，社会システム論によるフレームワークの構成

を試みた.しかしながらこの方法論は現実への適

用においていくつかの困難な点をもっ.

つぎに，構造変化を捉える方法としては，やは

り社会システム論に属する，とくに吉田民人氏に

よる社会変動論およびカタストロフ理論が将来有

効であると考えられる.吉田民人氏の社会変動論

は簡単にいえば変動の要件と変動の水準を明らか

にしようとするものであるから，要件と現実との

対応関係がつけば変動水準の予測が口J能となろ

う.

またカタストロブ理論についてはすでに種々の

社会現象に適用されて実績があげられている.と

くに最近ジーマンによって確率密度関数が導入さ

れたのでいっそうの発展が期待できる.

つぎに，現在人間をいかに捉えるかという問題

が非常に重要になっている.明らかに，人間につ

いての概念の変革が迫られているのである.従来

人間に関する問題は多変量解析を It.心とした計量

的アプローチが主であった.その有効性は議論の

余地がないし，われわれもしばしば適用したが，

今後必要となるのは数学モデルの活用であると考

えられる.数学モデルは従来では消費者行動の予

測等にマルコフ連鎖モデルが適用されたくらいで

あるが住民運動等の集団行動のパターンの分類や

個人の意思決定のプロセス等の把握に有効なはず
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である.パラメータの値によって，行動パターン

の分類や行動の選択が明らかになるからである.

口十量的アプローチでは行動の現象而の把握ないし

は行動の量的な予測しかできないが，モテ、ルによ

るアプローチでは行動の選択範囲を明らかにし得

ると考えられる.さらに重要なことは，数学モデ

ルによって個人や集団の行動のメカニズムが明ら

かにされ，主体的存在としての個人のふるまいに

ついても予測可能(理解可能)となるということで

ある.このような数学そデルを発展させるために

は，心理学者，社会学者と数学者の密接な協力が

必要不可欠となるであろう.

以上がわれわれの立場から見たシステムに対す

る今後発展が期待される研究方向であるが，それ

に対するわれわれの研究はどのようになっている

かという問題がある.この分野は新しく今後の発

展が期待されるものの，まだ十分な成果を上げる

までにはいたっていない.一応われわれが行なっ

た研究を列挙するとつぎのようになる.

(1) r広域医療システムの研究」 昭和48，機械

振興協会補助金による自主研究

(2) r政策決定と政策効果のタイムラグに関す

る基礎研究」昭和49年 経済企画庁委託

(3) rわが国における総合研究開発ネソトワー

ク形成の条件に関する研究」昭和50年 経済

企画庁委託

(4) r人聞の行動と価値観」 昭和50- 自主研

Jl. 

3. システム研究のための組織のあり方

システムズ・アプローチは異種分野の共働とい

う学際的特徴を有し今後ますますその傾向が高ま

っていくと考えられる.この点、については前掲し

た， rわが国における総合研究開発ネットワーク

形成の条件に関する研究」において調査したもの

で，そこから若干まとめるとつぎのようになる.

① 従来慣習的に用いられてきた基礎研究 応

用研究という二分法は現実的ではない.政策志
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向型の社会科学研究は応用的側面をもっと同時

に，問題解明の過程の中で非常に抽象度の高い

観念のフレームや純粋理論の創造を行なう.

② 学際性は専門学科のモザイグ的寄せ集めに

よっては達成されない.学際性は学術研究の基

礎的観念のフレームの共有，共通する方法論へ

の反省，異なる専門学科の概念聞の翻訳可能性

など，科学基礎論や方法論的自覚に支えられた

再構成をともなわなければ成立しない.

③ 行政官等の現場の担当者はシステム科学に

対する問題意識はあっても現実には経験や感覚

を重視する傾向が強い.

④ 大学を中心とする学術世界における研究体

制は旧い学聞の伝統的通念を脱しておらず，シ

ステムズ・アプローチを必要とするような社会

問題を解決し得るような研究体制が創出されて

いない.システムズ・アプローチを必要とする

社会問題(たとえば政策志向的な学際研究)

の研究を行なえるような研究体制(大学，行政

府，シンク・タンクが一体となり協力し得るよ

うな)をつくり出すことが必要である.

以上のようなことを考慮して，今後プロジェグ

ト・チームや研究休制を組む必要があるが，現場

にいる一員として感加をいわせてもらえは，いう

は易く行なうは難しである.研究内容についても

研究組織についても前途には多くの困難が待伏せ

ているといわざるを得ないであろう.しかし，そ

れは決して前途が暗いこと宮怠味しないのであっ

て，多くの困難が内在するにもかかわらず前途は

明るいということができるように思われる.

(財)日本システム開発研究所主任研究員

1966年京都大学文学部哲学科卒

専攻:文化心理学
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